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Ⅰ 公共施設等総合管理計画とは

◆背景と目的
本市において、昭和40年代から昭和50年代にかけて整備された公共施設等の老朽

化が進んでおり、更新には多額の費用が必要となります。一方で、財政は厳しい状
況が続いています。

公共施設等総合管理計画は、「公共施設等の安全性の確保」「公共施設の最適配
置の実現」「財政負担の平準化」を目指し、公共施設等の現状や将来見通しを踏まえ
た上で、長期的な視点で計画的に維持管理を行うため、公共施設等の維持、更新、
管理運営のあり方を示すことを目的としています。

◆計画期間
2022（令和4）年度から2051（令和33）年度までの30年間

◆対象施設
公共建築物・・・庁舎、学校、公民館等
インフラ資産・・・道路、橋梁、下水道等

◆人口の現況と見通し
本市の人口は昭和40年代後半から右肩上がりで増加し、

2020（令和2）年国勢調査では63,883人と、ほぼ推計値と同様

の値となっており、推計値と同様に推移するものと想定されま
すが、令和１２年頃をピークに減少に転じる見通しです。

今後も生産年齢人口の減少が見込まれる中、老年人口は
増加しており、高齢化率の上昇が見込まれます。

◆財政の現況と見通し
歳入は、普通建設費等に係る国県支出金により、財政規模が増減していま
す。また、市税収入は、近年、概ね130億円から140億円で堅調に推移してい

るものの、生産年齢人口の減少などを考慮すると、今後、大幅な増収を見込
むことは難しい状況です。

歳出は、高齢化の進行や子育て支援に伴う社会保障費の増加により、扶助
費が増加傾向にあります。また、近年の大型建設事業や庁舎整備事業により
公債費も増加が見込まれます。

Ⅱ 公共施設等の状況と将来の更新等費用の見通し

◆公共建築物の保有状況
本市が保有する公共建築物の総延床面積は約162,289㎡となっています。用途別
に見ると、学校施設が約54％（約8.8万㎡）と最も多く、次いで公民館や図書館などの
社会教育施設が約14％（約2.3万㎡）、臨海スポーツセンターなどのスポーツ施設が
約7％（約1.2万㎡）であり、これらで約75％を占めています。

◆インフラ資産の保有状況
本市が保有するインフラ資産は以
下のとおりです。

◆将来の更新等費用の見通し（公共建築物）
すべての公共施設等を保有し続け、耐用年数経過時に単純更新すると仮定した（従来型）場合、令和４年度からの30年間における公共施設等の
更新等に必要な経費は、 約555億円で、１年あたり約18.5億円と試算されました。一方、今後も保有し続ける施設を対象に、長寿命化改修や定期的
な修繕を行うことで、目標耐用年数80年まで使用すると仮定した（長寿命化対策）場合では、約426億円で、１年あたり約14.2億円と試算されました。
このように試算結果から、長寿命化対策等を実施した場合においては従来型の場合と比較して、今後30年間で約129億円の経費削減となることが
わかります。
ただし、充当可能財源の6.0億円／年に対して、長寿命化対策等を実施した場合でも、約8.2億円／年の財源不足が生じます。

◆公共建築物に係る投資的経費の実績と充当可能財源の
見込
本市における過去10年間の公共建築物に係る投資的経費は最大で21.9億
円、最小で2.3億円、10年間の平均額は7.9億円、直近5年間の平均額は6.0億
円となっています。

今後、本市において公共建築物の整備に充てることができる金額（投資可能
額）については、将来的な財政負担等を踏まえ身の丈に合った金額を、直近５
年間の平均額である１年あたり6.0億円とします。

◆将来の更新等費用の見通し（インフラ資産）
本市が保有するインフラ資産（道路、橋梁、河川、公園、処理施設、下水道、農業集落排水）の今後30年間の更新や修繕に係る費用の総額は、
一部長寿命化した場合で約619億円と試算されました。

単純更新による試算 長寿命化対策による試算
約129億円のコスト縮減
（約4.3億円／年）

（P.4～19）（P.1～3）



Ⅲ 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針

◆現状や課題に関する基本認識 ◆公共施設等の管理に関する基本的な考え方

◆公共施設等の管理に関する基本的な取組方針

【数値目標】

公共建築物にかかる今後の更新等費用と充当
可能財源は大きく乖離しており、既存施設を現状
のまま維持することは不可能です。

このようなことから、将来に負担を残さないよう、
不足する財源を公共建築物の保有総量の縮減と
管理運営費の低減によって賄うこととし、必要と
なる削減目標を設定します。

公共施設等の管理に関する基本的な考え方を踏まえ、下記に示
す施設類型ごとに管理に関する基本的な方針を定めます。

公共建築物

（１）業務施設（庁舎、行政センターなど）
（２）児童施設（保育所、児童館など）
（３）保健・福祉施設（健康づくり支援センターなど）
（４）学校施設（小中学校、給食センターなど）
（５）社会教育施設 （公民館、図書館など）
（６）スポーツ施設 （臨海スポーツセンターなど）
（７）消防施設 （中央消防署、消防団詰所など）
（８）農林関係施設 （農業センターなど）
（９）居住施設 （市営住宅）
（１０）その他施設 （地区会館、駐車場など）

インフラ資産

（１）道路・農道
（２）橋梁
（３）河川
（４）公園
（５）処理施設 （クリーンセンター）
（６）下水道・農業集落排水

Ⅴ 計画の推進にあたって

今後30年間で、公共建築物の
延床面積を26％削減することを目標とします。

※インフラ資産については、量の削減が現実的で
はないため、数値目標は設定しませんが、当面
は長寿命化対策により維持管理費用等の縮減に
努めます。

◆全庁的な取組体制及び情報管理・共有方策

（１）全庁的な取組体制

本市のファシリティマネジメントを全庁的に推進するため、
袖ケ浦市ファシリティマネジメント推進本部を設置し、公共施
設等の総合的かつ計画的な管理の実現に向け、本計画の
推進を図っていきます。

（２）情報管理及び共有の方策

一元的な情報データベースを活用して、各施設の所管課
から利用状況や維持管理費用、修繕履歴等に関する情報
を集約し、常に最新の状態に保ちながら庁内での情報共有
を図ります。

また、公共建築物については、「公共施設白書」として施
設情報のデータを市民に「見える化」し、市ホームページ等
で公開していきます。

◆フォローアップの実施方針

本計画を着実に推進していくため、PDCAサイクル（Plan：計画
／Do：実行／Check：検証／Action：改善）の運用による進捗管
理を行いながらフォローアップを実施します。

なお、今後の財政収支や社会経済情勢の変化、施設の管理
状況等を踏まえ、適宜、本計画を見直します。

●社会情勢の変化への対応
・人口は、今後も増加を見込むが、将来的には減少
・社会保障費が増加傾向にあり、限られた財源を効率的
かつ効果的に配分することが求められる。
・地球温暖化への対策を進めるため、環境に配慮した
取組の推進が求められる。

●公共施設等の更新等費用の見通し
・今後30年間の更新等費用は、426億円（14.2億円／年）
・充当可能な財源との乖離が大きい
・市民サービス全体を考えると、既存施設を現状のまま
維持することは不可能である。
・施設の利用状況や市民ニーズを分析し、公共施設等に
求められる機能や、民間との役割分担を明確にする
必要がある。
・時代に合ったサービスを提供しつつ、総量の縮減に
向けた取組が必要である。

●公共施設等の老朽化への対応
・公共建築物の約82％が築30年以上
・老朽化が進行し、安全確保に向けた取組が必要

●効果的、効率的な施設の管理及び運営の推進

・公共建築物については、効果的で効率的な管理及び運営を図るため、積極的に民間活
力の導入をします。また、公共建築物の特性を考慮し、近隣市等との共同設置又は共同運
営の可能性について検討します。
・インフラ資産についても、最新技術等の活用により管理及び運営の効率化を図ります。

・環境に配慮した取組を進めるため、太陽光発電や省エネルギー機器の採用などを検討し
ます。

●予防保全型の適切な維持・管理と負担コストの縮減

・公共建築物については、施設の保有総量を精査したのち、優先順位が高い施設について
は、予防保全による管理コストの縮減と長寿命化により更新時期の集中化を避け、コストの
平準化を図ります。また、更新等に必要な費用に備えて基金の創設について検討します。

・インフラ資産については、国等の特定財源の活用を前提としつつ、効果的で効率的な更
新作業を進め、維持・管理コストの縮減と平準化を図ります。

●公共施設等の保有総量の適正化

・公共建築物については、施設の利用状況や市民ニーズの多様化等を踏まえながら、必要
なサービス水準を確保しつつ施設総量の最適化（縮減）を図ります。原則として新規建設
（既存の更新は除く）は行わないこととします。

・インフラ資産については、既存施設の維持に重点を置き、新規整備は必要性を精査のう
え、十分に検討します。

【基本３原則】

① 点検・診断及び安全確保の実施方針

・日常的かつ定期的な点検の実施
・応急措置や機能の一時停止等の対策
・メンテナンスサイクルの構築

② 維持管理・更新等の実施方針

・施設の重要度等を踏まえた維持管理・修繕・更新の実施
・改修・更新の際は再生可能エネルギー等の活用を検討
・効率的な施設配置と施設の利用増進
・民間事業者の技術・ノウハウの活用やPPP／PFI手法の導入の検討

③ 耐震化の実施方針

・未実施の施設は優先度に応じた実施
・非構造部材の安全対策の実施

④ 長寿命化の実施方針

・「予防保全」に努め、施設の長寿命化を推進

⑤ ユニバーサルデザイン化の実施方針

・改修・更新の際は、施設の状況を踏まえ、ユニバーサルデザイン化を進める。

⑥ 統合や廃止の推進方針

・老朽化が著しい施設の廃止を検討
・用途や目的が重複している施設、民間と競合している施設等の集約化や
複合化、廃止等の検討
・施設の統廃合等の取組は、市民へ積極的に情報提供を行いながら、慎重に
進める。

⑦ 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針

・職員研修等により職員の意識向上に努める。
・市民や民間事業者との情報共有を図る。

Ⅳ 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針
（P.48～50）（P.30～47）

（P.20～29）


